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件     名 
堺市職員等の職務上の行為に係る損害賠償請求訴訟に係る弁護士費用の負担に

関する条例の制定について 

経 過 ・ 現 状 

 

政 策 課 題 

【現状】 

 本市の職員が適正に職務上の行為を行ったにもかかわらず、その行為に関して

第三者から当該職員個人を被告として訴訟が提起された場合、当該職員は当該訴

訟への応訴などの対応が必要となる。 

 市政の円滑な推進を図るため、訴訟に係る職員の金銭負担を軽減し、訴訟によ

って職員が萎縮することなく職務に精励できる環境を整備する必要がある。 

 

対 応 方 針 

 

今 後 の 取 組 

（ 案 ） 

【対応】 

 職員が職務に精励できる環境を整備し、市政の円滑な推進に資するよう本条例

を制定する。 

 

1 条例の制定趣旨 

  職員である個人を被告として提起された本市の職務上の行為に係る損害賠

償請求訴訟の追行のため、当該職員が弁護士に対して支払った弁護士報酬につ

いて本市が費用を負担（補助）することで、職員が職務に精励できる環境を整

備し、もって市政の円滑な推進に資することを目的とする。 

2 制度の内容 

（1）対象とする者 ※条例上は「職員等」と表記 

  次のいずれかに該当する本市の職員（職員であった者を含む。） 

  ア 地方公務員法（昭和25年法律第261 号）第3条第2項に規定する一般

職に属する職員 

  イ 市長、副市長、上下水道事業管理者、教育長その他市長が特に認める職

員 

（2）対象とする訴訟 

  本市以外の第三者が職員を被告として提起した損害賠償請求訴訟 

   ※（公費で費用を負担する）住民訴訟や、住民訴訟で本市が敗訴した場合

に本市が職員に対して賠償を請求する訴訟などは対象外 

（3）対象とする費用 

  職員が弁護士に支払った報酬（着手金及び報酬金）のうち、相当と認められ

る額 ※弁護士に支払った実費（弁護士の交通費等）は対象外 
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（案） 

 

 

堺市職員等の職務上の行為に係る損害賠償請求 

訴訟に係る弁護士費用の負担に関する条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、職員等である個人を被告として提起された本市の職務上の行為に係

る損害賠償請求訴訟に当該職員等が勝訴した場合において、当該訴訟の追行のために弁

護士（弁護士法人を含む。以下同じ。）に対して支払った弁護士報酬に係る費用を本市

が負担することにより、職員等が職務に精励できる環境を整備し、もって市政の円滑な

推進に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 職員等 次のいずれかに該当する本市の職員又は当該職員であった者をいう。 

ア 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第２項に規定する一般職に属

する職員 

イ 市長、副市長、上下水道事業管理者、教育長その他市長が特に認める職員 

 (2) 損害賠償請求訴訟 職員等がその職務（本市の事務又は事業に係るものに限る。）

を行うについて故意又は過失によって違法に他人（本市を除く。以下同じ。）に損害

を与えたとして、当該他人が職員等を被告として提起した損害賠償の請求を目的とす

る訴訟をいう。 

（弁護士費用の負担） 

第３条 本市は、職員等が他人から損害賠償請求訴訟を提起された後、当該損害賠償請求

訴訟について勝訴（一部勝訴を除く。）をしたことが確定し、当該職員等が弁護士に対

して当該損害賠償請求訴訟の追行に係る報酬を支払った場合において、第１条の目的に

照らして市長が必要と認めるときは、当該報酬に係る費用の額（保険給付その他の事由

により当該職員等が負担を免れる場合にあっては、その免れる額を控除した額）の範囲

内で相当と認められる額を負担することができる。 

２ 前項の規定による負担は、同項の職員等から申出があった場合において、当該職員等

に補助金を交付することにより行う。 



（案） 

（補助金の交付の要否等） 

第４条 市長は、前条第２項の規定により補助金を交付するか否か及び交付する場合にお

ける交付額を判断するに当たり必要があると認めるときは、弁護士（市長が適当と認め

る者に限る。）の意見を聴かなければならない。 

（地方公営企業の特例） 

第５条 損害賠償請求訴訟において損害の原因とされた行為が本市が経営する地方公営企

業の事業に関するものである場合におけるこの条例の規定の適用については、この条例

（第２条を除く。）中「市長」とあるのは「地方公営企業の管理者」と、「規則」とあ

るのは「企業管理規程」とする。 

（委任） 

第６条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例の規定は、この条例の施行の日以後に提起される損害賠償請求訴訟について

適用する。 


